
（証券コード：3948)
平成28年３月15日

株 主 各 位
東京都八王子市東浅川町553番地

光ビジネスフォーム株式会社
代表取締役社長 林 陽 一

第48回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第48回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ
いますようご通知申しあげます。
　なお、本総会の付議事項には、その決議に定足数を必要とする議案もございますの
で、当日おさしつかえのためご出席願えない場合は、お手数ながら後記参考書類をご
検討くださいまして、同封の委任状用紙に賛否をご表示いただき、ご押印のうえ、折
り返しご送付くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

1. 日 時 平成28年３月30日（水曜日）午前10時
2. 場 所 東京都八王子市東浅川町553番地

光ビジネスフォーム株式会社 本社
3. 会議の目的事項

報 告 事 項 第48期（平成27年１月１日から
平成27年12月31日まで）事業報告、計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 監査役１名選任の件
第３号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
議案の概要は、後記の「議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類」に記載
のとおりであります。

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の「委任状用紙」を、会場受付にご提出くだ
さいますようお願い申しあげます。
　また、当日は定刻までにおいでいただけない場合、会場への入場をお断りいたしま
すので、当日の総会運営にご協力賜りますようお願い申しあげます。交通機関の遅延
等不測の事態の場合には開始時刻を繰り下げる等の対応をとることがあります。
　なお、事業報告および計算書類に株主総会の前日までに修正をすべき事情が生じた
場合には、当社ホームページ（http://www.hikaribf.co.jp）に掲載することにより、
お知らせいたします。
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〔添付書類〕

事 業 報 告

（平成27年１月１日から
平成27年12月31日まで）

1. 会社の現況に関する事項

　(1) 事業の経過およびその成果

　当期における我が国経済は、円安が継続する中、原油価格の下落が進み、輸入

物価の上昇が抑えられました。一方で、中国の景気減速、ロシアやブラジル等資

源国の経済が低迷し、これがアジア新興国の輸出減少を招き、我が国の輸出も伸

び悩む推移となりました。とはいえ、経常収支は高めの黒字が続き、企業業績は

採算面の改善が進み、株価も概ね高めに推移しました。また、雇用面でも各業界

において人手不足の状況が続き、賃金上昇の動きが見られました。

　フォーム印刷業界におきましては、企業のビジネス・スタイルも更なるペーパ

ーレスに向かい、ビジネスフォームの減少スピードも一段と速まりました。マイ

ナンバー制度導入対応についても、インターネットを活用した手法の開発・採用

が広がる中で、印刷物の需要喚起は一部にとどまっています。

　このような情勢のもと、当社は営業部門におきましては、データ処理関連部門

ではデータ・エントリー業務をはじめ、関連サービスを併せた売上増強を図り、

これにより一般ビジネスフォーム部門での売上確保に努めました。特にマイナン

バー関連ビジネスの取り込みのため、ビジネス・プロセス・アウトソーシング

（BPO）関連業務の受託に注力しました。

　製造部門におきましては、印刷機器の更新の外、BPO関連業務受託に係る設備投

資を行い、一層の省力化・人員配置の効率化に努めました。

　また、セキュリティ委員会を通じて、情報セキュリティ対策を強化すると共に、

内部統制、ISO、個人情報保護の諸活動を通じて各製造工程の質的な見直しを図

り、社員教育を繰り返し行いました。

　以上のとおり、営業・製造・管理各部門においてそれぞれの体質強化策を推進

してまいりました結果、売上高は6,983百万円（前期比0.3％減）となり、経常利

益210百万円（前期比17.0％減）、当期純利益161百万円（前期比0.6％増）となり、

前期に比べ減収・増益となりました。
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　(2) 当社が対処すべき課題

　米国では堅調な個人消費と好調な企業業績が続いておりますが、中国をはじめ

とする世界市場で年初に株価の急落があり、欧州の難民問題や原油安の悪影響が

広がるなど、海外経済において景気動向は不透明さを増しています。国内では堅

調な企業業績に基づく設備投資や、来年4月の消費税増税を前にした駆け込み需要

による住宅投資の顕在化が見込まれるものの、景気回復は不確実と考えられてい

ます。安倍首相が掲げる「新三本の矢」の実現や環太平洋経済連携協定（TPP）に

向けた具体的な政策が期待されるところです。

　フォーム印刷業界におきましては、今後本格化するマイナンバー制度の運用や、

来年4月に予定されています消費税増税も、ビジネスチャンスと捉えて活動してお

ります。もとより環境やセキュリティ等を踏まえた総合的な品質を確保すること

も当然の前提であり、経営環境は引き続き難しいものと考えられます。

　このような情勢の中で、当社は営業面におきましては、ビジネスフォームと情

報処理の技術を総合的に組み合わせて新しい成果に結びつけるような活動を積極

的に進めてまいります。特にBPOの分野で、顧客ニーズの変化に迅速に対応する、

総合的かつ具体的なソリューション提案力のレベルアップに努めることにより、

顧客層の拡充と付加価値の高いサービスの提供を図りたいと考えております。

　生産面では、全生産拠点での人員・設備の効率的配置や省力化投資により生産

機能のレベルアップを図り、原価率のさらなる低減を目指すと共に、新しいサー

ビスの提供力向上に努めてまいります。また、内部統制やISO活動・個人情報保護

活動を通じて、社会的にも関心の高い法令遵守やセキュリティ・環境・女性活躍

推進への取り組みといった企業の社会的責任を果たしてまいります。

　株主の皆様におかれましては、なお一層のご支援、ご指導を賜りますようお願

い申しあげます。

　

　(3) 資金調達の状況

　当期の所要資金につきましては、借入金および自己資金により賄っております。

　

　(4) 設備投資等の状況

　当期中に実施いたしました設備投資の総額（無形固定資産を含む）は385百万円

であります。

　その主な内容は、印刷機器等の機械装置（リース資産を含む）の取得297百万円

であります。
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　(5) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　 該当事項はありません。

　
　(6) 事業の譲受けの状況

　 該当事項はありません。

　
　(7) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

　 該当事項はありません。

　
　(8) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

　 該当事項はありません。

　
　(9) 財産および損益の状況

期 別

項 目

第 45 期

(平成24年12月期)

第 46 期

(平成25年12月期)

第 47 期

(平成26年12月期)

第 48 期

(平成27年12月期)

売 上 高(百万円) 6,525 7,241 7,005 6,983

経 常 利 益(百万円) 305 449 253 210

当期純利益(百万円) 139 264 160 161

１株当たり当期純利益(円) 24.15 45.70 27.71 27.88

総 資 産(百万円) 8,319 8,860 8,834 9,255

純 資 産(百万円) 6,310 6,710 6,699 6,881

(注) 1. 記載金額は１株当たり当期純利益を除いて、百万円未満の端数を切り捨てて表示し
ております。

　 2. １株当たり当期純利益の算出は期中平均発行済株式数によっております。
　
(10) 重要な親会社および子会社の状況

　 ① 親会社の状況

　 該当事項はありません。

　
　 ② 子会社の状況

　 該当事項はありません。

　
　 ③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

　 該当事項はありません。
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(11) 主要な事業内容（平成27年12月31日現在）

　コンピューター用出力帳票、諸事務・計測器などの機器に用いる用紙類の製造、

販売並びに関連消耗品類の販売およびデータ出力業務。

　

(12) 主要な営業所、工場およびセンター（平成27年12月31日現在）

　 本社および本社事務所

事業所名 所 在 地

本 社 東京都八王子市

本社事務所 東京都新宿区

　 営業所および支店

事業所名 所 在 地

日本橋営業所 東京都中央区

新宿営業所 東京都新宿区

新橋営業所 東京都港区

多摩営業所 東京都八王子市

大 阪 支 店 大阪市北区

　 工 場

事業所名 所 在 地

高 尾 工 場 東京都八王子市

野 田 工 場 千葉県野田市

　 センター

事業所名 所 在 地

DPP第１センター 東京都八王子市

DPP第２センター 東京都八王子市

　
(13) 従業員の状況（平成27年12月31日現在）

区 分 従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 令 平均勤続年数

名 才 年

男 性 295 14名増 41.3 13.6

女 性 64 4名増 41.1 13.8

計または平均 359 18名増 41.3 13.7

　(注) パートタイマー（79名）を含む従業員数は438名であります。
　

(14) 主要な借入先の状況（平成27年12月31日現在）

　 該当事項はありません。
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2. 会社の株式に関する事項（平成27年12月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 15,400,000株

(2) 発行済株式総数 5,783,557株(自己株式 31,737株を除く)

(3) 株 主 数 1,060名

　(4) 大 株 主

株 主 名 持 株 数（千株) 持 株 比 率（％)

内外カーボンインキ㈱ 550 9.50

㈱みずほ銀行 266 4.61

村上 文江 255 4.40

三井住友信託銀行㈱ 237 4.09

自社従業員持株会 229 3.97

瀬戸 政春 174 3.00

富士フイルムビジネスサプライ㈱ 141 2.44

㈱りそな銀行 133 2.30

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱
(信託口)

130 2.24

㈱ミヤコシ 122 2.11

(注) 持株比率は、当事業年度の末日における発行済株式（自己株式を除く）の総数に対する
割合であります。

　

　(5) その他株式に関する重要な事項

　 該当事項はありません。
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3. 会社の新株予約権等に関する事項

　(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況
　 該当事項はありません。
　

　(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　 該当事項はありません。
　
　(3) その他新株予約権等に関する重要な事項
　 該当事項はありません。

4. 会社役員に関する事項

　(1) 取締役および監査役の氏名等（平成27年12月31日現在）

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 林 陽 一

常 務 取 締 役 坂 下 正 已 営業本部長兼DPP本部統括品質管理担当

取 締 役 髙 阪 満 DPP本部長

取 締 役 松 本 康 宏 営業副本部長兼新宿営業所長

取 締 役 大 宮 健 総務部長

常 勤 監 査 役 今 井 公 富

監 査 役 西田井 義 夫

監 査 役 山 内 政 幸 ㈱ユーグレナ監査役

監 査 役 大 西 善一郎 丸三証券㈱取締役

(注) 1. 監査役今井公富、西田井義夫および大西善一郎は社外監査役であります。
尚、今井公富は東京証券取引所（ジャスダック市場）の定めに基づく独立役員とし
て指定し、同取引所に届け出ております。

2. 平成27年３月27日開催の第47回定時株主総会において新たに、大宮 健は取締役に
選任され、就任いたしました。

3. ① 常勤監査役今井公富は、旧株式会社富士銀行の支店長等を歴任し、財務および
会計に関する相当程度の知見を有しております。

　 ② 監査役西田井義夫は、日通商事株式会社の取締役を長年に亘り経験し、財務お
よび会計に関する相当程度の知見を有しております。

　 ③ 監査役大西善一郎は、大和証券グループ会社の役員等を長年に亘り経験し、財
務および会計に関する相当程度の知見を有しております。
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　(2) 事業年度中に退任した取締役および監査役

　 該当事項はありません。

　

　(3) 取締役および監査役の報酬等

　 当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の総額および員数

区 分 支 給 額 員 数

取 締 役 82,658千円 ５名

監 査 役 15,200千円 ４名

(注) 1. 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2. 取締役の報酬限度額は、年額150,000千円（平成元年３月30日定時株主総会決議）で

あります。
3. 監査役の報酬限度額は、年額20,000千円（平成元年３月30日定時株主総会決議）であ

ります。
4. 当事業年度において計上した役員退職慰労引当金繰入額11,468千円（その内訳は取締

役5名に対し10,368千円、監査役4名に対し1,100千円）および、役員賞与引当金繰入
額22,400千円（その内訳は取締役5名に対し21,500千円、監査役4名に対し900千円）
を含めて記載しております。

　

　(4) 社外役員に関する事項

　 ① 重要な兼職の状況並びに当該兼職先と当社との関係

区 分 氏 名 兼職の状況 当該兼職先と当社の関係

監 査 役 大 西 善一郎 丸三証券㈱取締役
重要な取引先その他の関
係はありません。
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　 ② 社外役員の主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 の 状 況

常 勤 監 査 役 今 井 公 富
当期開催した13回の取締役会および15回の監査役会の
全てに出席し、主に常勤監査役として業務監査の観点
から議案審議等に必要な発言を適宜行っております。

監 査 役 西田井 義 夫
当期開催した13回の取締役会および15回の監査役会の
全てに出席し、主に企業経営における経験と見識から
議案審議等に必要な発言を適宜行っております。

監 査 役 大 西 善一郎
当期開催した13回の取締役会および15回の監査役会の
全てに出席し、主に企業経営における経験と見識から
議案審議等に必要な発言を適宜行っております。

　 ③ 社外役員の報酬等の総額等

　前記(3)の合計(支給額・員数)の内訳としての社外役員の報酬等の総額等

区 分 支 給 額 員 数

社外役員の報酬等の総額等 12,400千円 ３名

(注) 当事業年度において計上した社外役員に対する役員退職慰労引当金繰入額900千円 (監査
役3名）および役員賞与引当金繰入額700千円（監査役3名）を含めて記載しております。

　 ④ 社外取締役を置くことが相当でない理由

　 当社の事業内容は、ビジネスフォーム印刷とそれに付随するデータプリ

ント及びBPO業務です。当社はこれを相当程度の高い専門性をもって単一の

組織で運営しております。

　 当社取締役会の主要な機能は業務執行に関する意思決定であります。当

社は、社外取締役を置いておりませんが、各取締役は、当社事業に精通し

現場業務の執行力を十分有していると共に業界にも精通しております。ま

た、社外経歴を有する取締役も在任していることから、取締役会では相互

監視機能が十分に発揮され、迅速かつ的確な意思決定が行われております。

加えて、社外監査役3名を含む監査役会メンバーは、独立かつ客観的な見地

から、取締役会の意思決定の妥当性、適切性を確保するための適宜適切な

指導、助言を行うことはもちろんのこと、経営の健全性の確保に努めてお

ります。
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　 当社の事業規模や業界の厳しい現況を踏まえると、現在の取締役会・監

査役会設置の企業統治体制および経営陣の構成は合理的、効果的であり、

適正であると認識しております。

　一方で、社外取締役の重要性についても認識しており、今後、経営にお

ける社外取締役の役割と機能について十分な議論と検証を重ね、設置の必

要性があると判断される場合には、具体的な検討を行ってまいりたいと存

じます。

5. 会計監査人の状況

　(1) 会計監査人の名称

　 有限責任監査法人トーマツ

　

　(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

・公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 18.5百万円

・当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 18.5百万円

(注) 1. 会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由
監査役会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する
実務指針」を踏まえ、会計監査人の監査計画、監査の実施状況、及び報酬見積りの算
出根拠などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等について、会社法第399条
第1項の同意を行っております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません
ので、報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　
　(3) 非監査業務の内容
　 該当事項はありません。
　
　(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると
判断した場合に、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案
の内容を決定いたします。
　又、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号のいずれかに該当する
と認められる場合に、監査役全員の同意に基づき監査役会が会計監査人を解任い
たします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株
主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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6. 業務の適正を確保するための体制

　(1) 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

① 企業行動規準、定款および取締役会規程を遵守することにより、業務の適正

を確保する体制を確立し、必要に応じて外部の専門家を起用することにより、

監査役と協力して未然に法令定款違反を防止する。

② 企業行動規準に基づいて就業規則に関連規程を定めることにより、社員等の

職務の執行が法令等に適合することを確保する。

③ 取締役は、重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発

見したときには、直ちに監査役及び社長等に報告し、適切な措置をとるもの

とする。

④ 監査役はコンプライアンスおよび内部通報制度の運用に問題があると認めた

ときには、取締役会において意見を述べると共にその改善策の策定を求める

ことができる。

　

　(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る情報については、取締役会規程および文書管理規程

に基づき、保存期間、閲覧の条件等を明確にすることとする。

　

　(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　リスクの把握とその管理および管理の体制等については、危機管理規程に基づ

き、不測の事態が発生した場合について、社長を本部長とする対策本部を設置し、

顧問弁護士等を含む外部の専門家も含め、損害の発生を最小限にとどめる体制を

整えるものとする。

　

　(4) 取締役の職務の執行が効率的に行なわれることを確保するための体制

① 取締役会を毎月１回定時に開催するほか、必要に応じて適宜に開催すること

とし、当社の経営方針にかかわる重要事項については、適宜、社長等によっ

て事前に審議をするものとする。

② 取締役会の決定に基づく業務執行の組織、業務分担、責任者等については、

都度定めることとする。
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(5) 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独

立性に関する事項、当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

① 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、監査役を

補助すべき使用人として監査役補助者を任命することとする。

② 監査役補助者は業務の執行に係る役職を兼務しないこととし、監査役補助者

の人事異動、昇給、昇格等人事に関する事項については監査役の同意を得る

ものとし、取締役からの独立性を確保するものとする。

③ 監査役監査の適切な遂行をするため監査環境整備に努めると共に、監査役の

監査役補助者に対する指示の実効性を確保するものとする。

　

(6) 取締役および使用人が監査役に報告をするための体制、報告をした者が当該報

告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体

制

① 代表取締役および業務執行を担当する取締役は、取締役会等の重要な会議に

おいてその担当する業務の執行状況や業務の適正を確保するために必要な重

要事項について監査役に対して都度報告するものとする。

② 社内での反社会的行為等をなくすために内部通報制度を設け、法令定款遵守

の体制を確保するものとする。また、通報者が不利益を被らないように保護

規定を設けるものとする。

　

(7) その他監査役の監査が実効的に行なわれることを確保するための体制

① 取締役および使用人は、監査役が監査計画に基づく監査の実効性を確保する

ための内部統制の整備、内部監査部門との連係等の体制整備に努めることと

する。

② 監査役会は、監査の実施にあたり独自の意見形成を行うため、必要に応じて、

会社の費用で法律・会計の専門家を活用できることとする。
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7. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社は、経営および業務執行に関わる意思決定機関としての取締役会を月1回以
上開催し、経営上の重要事項を協議・決定しております。３名の社外監査役は取
締役会にて適宜忌憚のない意見を述べており、経営や業務執行の監督機能、牽制
機能を担っています。
　当社は、取締役会の機能を補完するために、内部統制委員会を設置し、半年に
１回開催しております。内部統制委員会は、社長、営業本部長、ＤＰＰ本部長、
各工場長、各ＤＰＰセンター長、監査部長、総務部長、経理部長を構成員とし、
社外委員として公認会計士を迎えて、全社的な内部統制の年間スケジュールを策
定、全社員を対象とする教育および全拠点を対象とする監査を計画的に行い、オ
ープンな報告、討議を行っております。内部統制委員会の議事内容については監
査役に報告されております。

8. 株式会社の支配に関する基本方針
　

　当社は、平成19年３月29日開催の第39回定時株主総会の決議による承認を得て、
「当社株式の大量取得行為に関する対応策 (買収防衛策)」(以下「本プラン」とい
う) を導入いたしましたが、本プランの有効期間は第42回定時株主総会（平成22
年３月30日開催）の終結の時までであり、現在は継続しておりません。
　継続期間中、当社は、当社を支える株主、従業員、取引先、地域社会等の様々
なステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、企業価値および株主共同の利
益を中長期的に確保、向上させるための取り組みを推し進めてまいりました。一
方、独立委員会委員の意見や株式の大量取得行為に対する法制度の整備状況等も
勘案し、本プランの継続の是非について慎重に検討を進めてまいりました結果、
今後とも、さらなる業績の向上と持続的成長性を高めることこそが、ステークホ
ルダーの皆様との信頼関係を強固なものとし、企業価値および株主共同の利益の
確保・向上に繋がるものとの結論に至り、平成22年１月７日開催の取締役会にお
いて、第42回定時株主総会へは本プランの継続を付議しないことを決議し、合わ
せてその旨開示したものであります。
　当社は、本プランの非継続後も引き続き、当社株式の大量取得行為があった場
合には、当社の企業価値および株主共同の利益の確保・向上のために、積極的な
情報収集とその適切な開示に努めると共に、法令および定款によって許容される
限度において、当社の企業価値および株主共同の利益の確保・向上に資する相当
の措置を講じてまいります。
　また、今後の社会的な趨勢等を踏まえ、当社の企業価値および株主共同の利益
の確保・向上のために買収防衛策等の導入が必要と判断される場合には、その時
点において適切な対策を講じる所存であります。
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貸 借 対 照 表

(平成27年12月31日現在)
(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 2,258,774 流 動 負 債

支 払 手 形

買 掛 金

リ ー ス 債 務

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

前 受 金

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

そ の 他

1,558,374

273,502

739,201

145,528

31,873

135,984

67,098

6,955

21,322

22,400

114,508

現 金 及 び 預 金 667,808
受 取 手 形 160,405
売 掛 金 1,102,993
製 品 126,067
原 材 料 32,780
仕 掛 品 23,036
前 払 費 用 21,233
立 替 金 98,202
繰 延 税 金 資 産 14,921
そ の 他 12,688
貸 倒 引 当 金 △1,364

固 定 資 産 6,997,202 固 定 負 債 816,556
有形固定資産 5,019,182 リ ー ス 債 務 454,937
建 物 1,343,880 繰 延 税 金 負 債 189,713
構 築 物 9,546 役員退職慰労引当金 146,130
機 械 装 置 186,972 資 産 除 去 債 務 25,102
車 両 運 搬 具 7,292 そ の 他 672
工 具 器 具 備 品 48,605 負 債 合 計 2,374,930
土 地 2,875,781 （純資産の部）
リ ー ス 資 産 542,998 株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

配 当 平 均 積 立 金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

6,707,851

798,288

600,052

600,052

5,329,681

199,572

5,130,109

300,000

4,247,000

583,109

△20,171

173,194

173,194

建 設 仮 勘 定 4,105
無形固定資産 84,079
ソ フ ト ウ ェ ア 43,488
ソフトウェア仮勘定 28,618
リ ー ス 資 産 5,401
電 話 加 入 権 6,571

投資その他の資産 1,893,940
投 資 有 価 証 券 1,152,351
長 期 前 払 費 用 10,333
保 険 積 立 金 252,158
破 産 更 生 債 権 8,857
投 資 不 動 産 55,848
前 払 年 金 費 用 376,063
そ の 他 48,195
貸 倒 引 当 金 △9,867 純 資 産 合 計 6,881,045
資 産 合 計 9,255,976 負債・純資産合計 9,255,976
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損 益 計 算 書

（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 6,983,254

売 上 原 価 5,704,330

売 上 総 利 益 1,278,924

販売費及び一般管理費 1,063,403

営 業 利 益 215,521

営 業 外 収 益

受 取 利 息 ・ 配 当 金 17,594

有 価 証 券 利 息 1,363

受 取 保 険 金 3,556

受 取 賃 貸 料 4,579

雑 収 入 5,750 32,845

営 業 外 費 用

支 払 利 息 13,321

賃 貸 費 用 2,804

固 定 資 産 除 却 損 1,548

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 2,338

複 合 金 融 商 品 評 価 損 15,065

雑 損 失 3,198 38,276

経 常 利 益 210,090

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 35,828

投 資 有 価 証 券 償 還 益 80 35,908

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 2,453

投 資 有 価 証 券 売 却 損 34

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 300 2,788

税 引 前 当 期 純 利 益 243,210

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 94,990

法 人 税 等 調 整 額 △13,066 81,923

当 期 純 利 益 161,286
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株主資本等変動計算書

（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 資本剰余金合計

当 期 首 残 高 798,288 600,052 600,052

会計方針の変更による累積的影響額

会計方針の変更を反映した当期首残高 798,288 600,052 600,052

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － －

当 期 末 残 高 798,288 600,052 600,052

(単位：千円)

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合計利益

準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

配当平均
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 199,572 300,000 4,247,000 367,480 5,114,052 △19,294 6,493,099

会計方針の変更による累積的影響額 158,478 158,478 158,478

会計方針の変更を反映した当期首残高 199,572 300,000 4,247,000 525,959 5,272,531 △19,294 6,651,577

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △104,136 △104,136 △104,136

当 期 純 利 益 161,286 161,286 161,286

自 己 株 式 の 取 得 △876 △876

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － － 57,150 57,150 △876 56,273

当 期 末 残 高 199,572 300,000 4,247,000 583,109 5,329,681 △20,171 6,707,851
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(単位：千円)

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 206,493 206,493 6,699,592

会計方針の変更による累積的影響額 158,478

会計方針の変更を反映した当期首残高 206,493 206,493 6,858,071

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △104,136

当 期 純 利 益 161,286

自 己 株 式 の 取 得 △876

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額)

△33,299 △33,299 △33,299

当 期 変 動 額 合 計 △33,299 △33,299 22,974

当 期 末 残 高 173,194 173,194 6,881,045
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個別注記表

　

　1. 重要な会計方針に係る事項

　 (1) 資産の評価基準及び評価方法
　 ① 有価証券の評価基準及び評価方法

そ の 他 有 価 証 券

時 価 の あ る も の………………… 期末日の市場価格等に基づく時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）
なお、組込デリバティブを区分して測定することが
できない複合金融商品については、全体を時価評価
し、評価差額を損益に計上しております。

時 価 の な い も の………………… 移動平均法による原価法

　 ② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

製 品 ・ 仕 掛 品…………………… 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低
下による簿価切下げの方法により算定）

原 材 料…………………… 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性
の低下による簿価切下げの方法により算定）

　 (2) 固定資産の減価償却の方法
　 ① 有形固定資産（リース資産を除く）

平成19年３月31日以前に取得した資産………旧定率法（平成10年４月１日以降に取得した建物
（建物附属設備を除く）については、旧定額法）

平成19年４月１日以後に取得した資産………定率法（建物（建物附属設備を除く）については、
定額法）

　 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 28～50年
構 築 物 ６～40年
機 械 装 置 10年
車 両 運 搬 具 ５年
工具器具備品 ５～８年

② 無形固定資産（リース資産を除く)…… 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
③ リース資産…………………………… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産については、リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法

　 (3) 引当金の計上基準
　 ① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を検討して、回収不能見込額を計上しておりま
す。

　 ② 賞与引当金
　 従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
　 ③ 役員賞与引当金
　 役員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
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　 ④ 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき計上しております。数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数 (10年）による定額法に基づく按分額をそれぞれ発生の翌期
から費用処理することとしております。
　なお、当事業年度において年金資産残高が退職給付債務から未認識数理計算上の差異を加減
した額を超えているため、当該金額を前払年金費用として投資その他の資産に計上しておりま
す。

　 ⑤ 役員退職慰労引当金
　 役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。
　 (4) 消費税等の会計処理
　 税抜方式によっております。
　

　2. 会計方針の変更

　 (退職給付に関する会計基準等の適用）
「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会

計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号
平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退
職給付適用指針第67項本文に掲げた定めについて当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務
費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ
変更いたしました。また、割引率の決定方法につきましても、割引率の決定の基礎となる債券の
期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から退職給付の支払見込期間
及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしまし
た。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従
って、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を
利益剰余金に加減しております。

この結果、当事業年度の期首の前払年金費用が246,237千円、繰延税金負債が87,758千円、利
益剰余金が158,478千円それぞれ増加しております。また、当事業年度の営業利益、経常利益及び
税引前当期純利益に与える影響は軽微であります。

　3. 表示方法の変更

　 (損益計算書)
前事業年度において、営業外費用の「雑損失」に含めて表示しておりました「複合金融商品評

価損」（前事業年度80千円）につきましては、重要性が増したため、当事業年度より区分掲記する
ことといたしました。

　

　4. 貸借対照表関係

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 3,964,147千円

(2) 決算期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当決算
期末日が金融機関の休日であったため、次の決算期末日満期手形が決算期末日残高に含まれてお
ります。

受取手形 26,112千円
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　5. 株主資本等変動計算書関係

(1) 事業年度の末日における発行済株式の数 普通株式 5,815,294株
(2) 事業年度の末日における自己株式の数 普通株式 31,737株

　 (3) 配当に関する事項
　 ① 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成27年３月27日
定時株主総会

普通株式 104,136 18.00 平成26年12月31日 平成27年３月30日

　 ② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
　平成28年３月30日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のと
おり提案しております。
イ. 配当金の総額 104,104千円
ロ. １株当たり配当額 18.00円
ハ. 基準日 平成27年12月31日
ニ. 効力発生日 平成28年３月31日

　 なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
　

　6. 金融商品関係

　 (1) 金融商品の状況に関する事項
　 ① 金融商品に対する取組方針

　当社は、資金調達については、運転資金及び設備投資計画に照らして必要な資金を金融機関
から借入により調達しております。また資金運用については、投機目的による取引は行ってお
りません。

　 ② 金融商品の内容及びそのリスク
　 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、株式、投資信託及び社債であり、市場価格の変動リスク及び株式・債券等
発行体の信用リスクに晒されております。

　 営業債務である支払手形及び買掛金は、４ヶ月以内の支払期日であります。
　 ③ 金融商品に係るリスク管理体制
　 イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　営業債権については、販売管理規程に基づき、各営業所が取引先の信用状況を定期的にモ
ニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回
収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　 ロ．市場リスク（市場価格や金利等の変動リスク）の管理
　投資有価証券につきましては、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、必要に応じ
て保有の見直しを図っております。

　 ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　経理部が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持などにより流
動性リスクを管理しております。

　 ④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定
された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、
異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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　 (2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成27年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり
であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません
（(注２）参照)。

区分
貸借対照表計上額

(千円)
時価 (千円) 差額 (千円)

(1) 現金及び預金 667,808 667,808 ―
(2) 受取手形 160,405
　 貸倒引当金 ※ △160

160,244 160,244 ―
(3) 売掛金 1,102,993
　 貸倒引当金 ※ △1,102

1,101,890 1,101,890 ―
(4) 投資有価証券
　 その他有価証券 1,127,101 1,127,101 ―
(5) 立替金 98,202
　 貸倒引当金 ※ △98

98,104 98,104 ―
資産計 3,155,149 3,155,149 ―

(1) 支払手形 273,502 273,502 ―
(2) 買掛金 739,201 739,201 ―
(3) 未払法人税等 67,098 67,098 ―

負債計 1,079,802 1,079,802 ―

　(※) 受取手形、売掛金、立替金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。
　(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
　 資産
　 (1) 現金及び預金、(2) 受取手形、(3) 売掛金、(5) 立替金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから当該帳簿価
額によっております。

　 (4) 投資有価証券
　投資有価証券の時価につきましては、取引所の価格又は取引金融機関等から提示された
価格によっております。

　 負債
　 (1) 支払手形、(2) 買掛金、(3) 未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから当該帳簿価
額によっております。なお、リース債務については重要性が乏しいため、注記を省略して
おります。
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　(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 貸借対照表計上額（千円)

非上場株式 25,250

　非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ
とから、上表の「(4)投資有価証券」には含めておりません。

　(注３) 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

１年以内 (千円)
１年超５年以内

(千円)
５年超10年以内

(千円)
10年超 (千円)

現金及び預金 667,808 ― ― ―
受取手形 160,405 ― ― ―
売掛金 1,102,993 ― ― ―
投資有価証券
　その他有価証券のうち
　満期があるもの

― 70,000 10,000 ―

立替金 98,202 ― ― ―
合計 2,029,410 70,000 10,000 ―

　

　7. 賃貸等不動産関係

　 賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

　8. 税効果会計関係

　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　 繰延税金資産

　未払事業税 6,077千円
　役員退職慰労引当金 47,141千円
　会員権評価損 33,033千円
　投資有価証券評価損 12,065千円
　減損損失 20,076千円
　資産除去債務 8,098千円
　貸倒引当金 3,634千円
　賞与引当金 7,049千円
　その他 2,525千円

　繰延税金資産小計 139,702千円
　評価性引当額 △106,944千円

　繰延税金資産合計 32,758千円
　 繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 △82,480千円
　前払年金費用 △121,318千円
　資産除去債務 △3,751千円

　繰延税金負債合計 △207,550千円
繰延税金負債の純額 △174,792千円
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9. 退職給付関係

　 (1) 採用している退職給付制度の概要
　当社は確定給付型の制度として、一般従業員に対して確定給付年金制度を設けております。ま
た、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

　 (2) 退職給付債務に関する事項（平成27年12月31日現在）
(単位：千円)

退職給付債務 △1,035,328
年金資産 1,248,576
未積立退職給付債務 213,247
未認識数理計算上の差異 162,815
前払年金費用 376,063

　 (3) 退職給付費用に関する事項（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）
(単位：千円)

勤務費用 77,829
利息費用 4,813
期待運用収益 △30,470
数理計算上の差異の費用処理額 15,695
退職給付費用 67,867

　 (4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
退職給付見込額の期間帰属方法 給付算定式基準
割引率 0.398％
長期期待運用収益率 2.5％
数理計算上の差異の処理年数 10年

　
　
10. 関連当事者との取引関係

　 該当する重要な事項はありません。

　

11. １株当たり情報

(1) １株当たり純資産額 1,189円76銭
(2) １株当たり当期純利益 27円88銭

　

12. 重要な後発事象

　 該当事項はありません。
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成28年２月17日

光ビジネスフォーム株式会社

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 羽 鳥 良 彰 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 渡 邊 康一郎 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、光ビジネスフ

ォーム株式会社の平成27年１月１日から平成27年12月31日までの第48期事業

年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算

書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することに

ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ

の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統

制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場

から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監

査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書

に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査

計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監

査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断

により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示

のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の

有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算

書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明

細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した

と判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ

の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日までの第
４８期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報
告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告
書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

　(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門、その他の使用人等と
意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、
以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な
決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の
状況を調査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保す
るために必要なものとして会社法施行規則第１００条第１項及び第３
項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基
づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び
使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、
必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

（会社計算規則第１３１条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管
理基準」（平成１７年１０月２８日企業会計審議会）等に従って整備し
ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、
計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表）及びその附属明細書について検討いたしました。
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2. 監査の結果
　(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を
正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反
する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取
締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

平成28年２月19日
光ビジネスフォーム株式会社 監査役会

　常勤監査役
（社外監査役）

今 井 公 富 ㊞

　監 査 役
（社外監査役）

西田井 義 夫 ㊞

　監 査 役 山 内 政 幸 ㊞
　監 査 役
（社外監査役）

大 西 善一郎 ㊞

以 上
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議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類

1. 議決権の代理行使の勧誘者

光ビジネスフォーム株式会社
代表取締役社長 林 陽 一

2. 議案および参考事項

第１号議案 剰余金処分の件

当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営方針のひとつとして位置づけ、

安定的な配当を基本としながら、当期の業績や今後の事業展開等を勘案し、以

下のとおり剰余金の配当（第48期期末配当）およびその他の剰余金の処分をさ

せていただきたいと存じます。

１．期末配当に関する事項

　 (1) 配当財産の種類

　 金銭

　 (2) 配当財産の割当に関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき 18円

配当総額 104,104,026円

　 (3) 剰余金の配当が効力を生じる日（第48期期末配当金の支払開始日）

　 平成28年３月31日

２．その他の剰余金の処分に関する事項

　 (1) 増加する剰余金の項目とその額

別途積立金 158,000,000円

　 (2) 減少する剰余金の項目とその額

繰越利益剰余金 158,000,000円

― 28 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年02月23日 16時32分 $FOLDER; 28ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



第２号議案 監査役１名選任の件

　監査役今井公富氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監

査役１名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

当社との
特 別 の
利害関係

今　井　公　富
いま い ひろ とみ

(昭和23年５月19日生）

平成８年４月 ㈱富士銀行南浦和支店支店長

0株 な し

平成10年５月 同行人事部生涯設計開発室部長代理

平成13年１月 富士トータルサービス㈱取締役人事部

長

平成16年３月 みずほヒューマンサービス㈱所長

平成20年３月 当社監査役

(現在に至る)

　(注) 1. 今井公富氏は、社外監査役候補者であります。
2. 今井公富氏は、現在当社の社外監査役であり、その就任してからの年数は本総会終結の時

をもって８年であります。
3. 今井公富氏は、東京証券取引所（ジャスダック市場）の定めに基づく独立役員として届け

出ており、原案通り選任された場合、引き続き独立役員になる予定であります。
4. 今井公富氏につきましては、これまでの豊富な実務経験と企業経営についての専門的知見

を有しており、当社の監査において必要な意見表明、提言をいただけると判断したもので
あります。

第３号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

　平成28年3月31日をもって取締役を退任する髙阪満氏に対し、在任中の労に報

いるため、当社所定の基準に従い、相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈いたし

たく、その具体的金額、贈呈の時期、方法などの決定は、取締役会にご一任願

いたいと存じます。

　退任取締役の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴

髙　阪
たか さか

　 満
みつる

平成23年３月 取締役（現在に至る）

　 以 上
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〈メ モ 欄〉
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ネオフォトニクス

セミコンダクタ

陵
南
中
学

京王高尾線

町
田
街
道

至八王子甲 州 街 道（国道20号）

光ビジネス

フォーム

株主総会
会　　場

JR中央本線
高尾駅
京王

JR

株主総会会場ご案内

会場 東京都八王子市東浅川町553番地

光ビジネスフォーム株式会社 本社

電話番号 042－663－1635

交通 JR、京王電鉄、高尾駅から徒歩15分
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